
Sail Green,
Drive Transformations 2026
- A Passion for Planetary Wellbeing -

中期経営計画
ESGを
中期経営計画の中核に
- ESG戦略本部を
新たに設置

2050年ネット
ゼロ達成に向けた
脱炭素の取り組みを
計画的に加速

人的資本の
更なる充実と
コーポレート基盤
の強化

成長分野での事業拡大
に向けた
積極的な投資
戦略

日本郵船グループのESG経営
考え方

日本郵船グループのESG経営

当社グループは、2023年3月に発表した中期経営計画
にて、「ESGを中核に据えた成長戦略」を明示しました。.
これからも社会や産業から必要とされるSustainable .
Solution Providerを目指すため、グループ社員一人.
ひとりが経済性「Economy」のモノサシに「ESG」の.
モノサシを加えることから始めます。「ESG」のモノサシ.

で徹底的に考え抜いた上で、当社グループが社会から.
必要とされる存在であり続けるために必要だと判断.
すれば、長期的な視点で、経営資源（ヒト・モノ・.
カネ・データ）を重点的に投入します。その結果、当社
グループの企業価値が向上し、事業基盤のさらなる強化
が図れると考えています。

2023年3月発表の中期経営計画の位置付けと基本方針

▲

ESG経営が目指すもの

お客さま・パートナーから選ばれる存在／従業員の満足度向上

 

Sustainable
Solution
Provider

ESGの
モノサシを持つ

経営資源を投入
（ヒト・モノ・カネ・データ）

・既存事業を差別化
・事業領域を拡大

・社会・環境課題への貢献

新たな価値創造

考え方

Bringing value to life.
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事業・戦略への反映

価値の創出

Bringing value to life.
モノの輸送による価値 •生活に欠かせないものを届ける •人々の豊かな暮らしの実現

•エネルギーの安定供給 •経済活動を支える安定的なサプライチェーンの構築

グローバルな
事業展開による価値

•世界各地での雇用創出 •新興国における物流インフラの整備
•物流による世界経済の活性化

環境・安全対応による価値 •輸送時のCO2排出量の低減 •海洋・大気汚染の防止、生態系の保全
•次世代エネルギーへの転換のためのイノベーション

社会にもたらす価値

■　地政学上のリスクの顕在化
■　アジアが荷動きの中心に
■　消費者をつなぐ物流需要の増加

■　脱炭素化でモノの作り方が変わり、
　 運ぶモノ・運び方が変化
■　GHG排出への課税強化

■　脱炭素化・ICT進化でバリュー
    チェーンが変わり、収益源が変化

新たな事業・収益機会が発生

ライナー&ロジスティクス
•   経済安全保障への対応が急務に
•   新興国内・域内物流需要は拡大
•   コンテナ輸送は緩やかに成長

不定期専用船
•   輸送貨物の量と種類が変化
•   自動車トレードパターンが変化
•   運航船舶の低・脱炭素化

サービス・ソフトウェアの需要増加

脱炭素化を含む技術の加速度的な
進歩

サーキュラー・エコノミー
(循環型経済)

気候変動対応・脱炭素化

グローバル化のペース鈍化

不確実性の増大
(パンデミック・国家間対立)

新興国での人口・中産階級増加

世界経済の重心がアジア寄りに移動

■  人口・グローバル化・テクノロジー・環境のメガトレンドの観点から2050年の世界を予見し、当社事業への
    意味合いを抽出

2050年の世界 当社事業への意味合いメガトレンド

既存中核事業の深化と新規成長事業への投資

将来の戦略的成長事業への挑戦

支えの戦略

BX -事業変革
Business Transformation

両利きの経営AX Ambidexterity

CX

DX EX
Digital Transformation

デジタル
トランスフォーメーション
デジタル基盤の整備を推進

Energy Transformation

エネルギー
トランスフォーメーション
脱炭素戦略の本格化

Corporate Transformation
人材・組織・グループ経営変革
多様性・多元性の確保

深化 既存中核事業
変革・収益拡大

新規成長事業
開拓・投資 進化基軸戦略

中期経営計画（Sail Green, Drive Transformation 2026）における経営戦略の全体像

人口

環境

テクノ
ロジー

グロー
バル化

日本郵船グループと社会の持続的な発展を目指し、“Bringing value to life.”の基本理念に沿って、当社グループの
中長期的な成長とお客さまや社会への新たな価値創出を目指します。

▲

企業価値向上プロセス

EnvironmentNYK Group's ESG Social Governance

ESG DATA BOOK 20223

考え方



▲

経営方針
総合物流企業の枠を超え、中核事業の深化と新規事業の成長で、未来に必要な価値を共創します。

Bringing value to life.

グループ企業理念

日本郵船グループは1885年の創業以来、「モノ運び」を
通じて、世界経済の発展や、人々の生活の向上に貢献し
てまいりました。人々の暮らしを支えることを誇りに思う
と同時に、安全や環境といった時代のニーズを的確に
捉え、常に新たな価値を創造しながら、社会的責任を果
たしてまいりたいと考えています。

この事業活動をさらに推進するため、グループ企業理念に
おける基本理念を“Bringing value to life.” と定義し、
さまざまな活動を通じて幅広く社会に貢献し、ステーク
ホルダーの皆さまをはじめ世の中から信頼され続ける
存在でありたいと考えています。

▲

基本理念

誠意
うそいつわりのない心・私利私欲のない心。まごころ。
お客様をはじめ、相手を尊重して、相手の立場を徹底的に考え抜く気持ち。思いやり。

創意
これまでだれも考え付かなかった考え。新しい思い付き。
現状に満足せず、より良いものにするための『原動力』、つまり『変革』や『挑戦』。

熱意
一途にそれに打ち込んでいる気持ち。熱心な気持ち。
困難なものに対して、継続して達成するまでやり遂げる熱い思い。

「日本郵船グループ企業理念」を実現していく際の心構え。

▲

NYK グループバリュー

誠意
Integrity

創意
Innovation

熱意
Intensity
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グループ企業行動憲章

私たちは、1885年の創立以来、幾多の困難を乗り越えて、世界海運のリーダーとして健全なる発展を重ねてきました。
私たちは、これからも、世界経済・文化の発展の礎として、人および物の広汎な交流の重要性を認識し、安全・確実な
サービスの提供にまい進します。
私たちは、海・陸・空にまたがるグローバルな総合物流企業グループとして、安全の確保と環境への取り組みを最優先し、
社会的に有用なサービスの向上に向けて、たゆまぬ研鑽に励み、また、お客様の要望に謙虚に耳を傾け、その期待と
信頼に応えます。
私たちは、国の内外において、事業活動に関わる全ての人々の人権を尊重し、諸法令、国際ルール、およびそれらの精神に
則った事業活動を営むことにより、社会の持続可能な発展に向けて、高い倫理観をもって社会的責任を果たします。
こうした認識のもとに、ここに「日本郵船グループ企業行動憲章」を定めます。

1. 誠実な事業活動
贈収賄などのあらゆる形態の腐敗を許さず、各国の競争法を遵守し、公正、透明、自由な競争ならびに適正
な取引を行い、株主および投資家をはじめステークホルダーとの良好な関係を築き、長期安定的な成長を
通じ企業価値の向上を目指します。

2. 安全の確保と環境への取り組み
安全の確保と環境への取り組みを企業の存在と活動に必須の要件として、主体的に行動します。あらゆる
事業活動を通じ安全対策の拡充および海洋・地球環境、自然生態系の保全に努め、持続可能な成長を目指
し、環境にやさしい安全輸送技術の向上のために研鑽します。

3. 保安体制の強化
非合法活動による国際物流ネットワークの遮断や悪用、また情報への不正なアクセスおよび漏洩などを防
止するため、保安の確保とその維持に努めます。

4. 諸法令の遵守と人権の尊重
企業は社会の一員であることを自覚し、正義と公正を旨として、各国の法令の遵守、人権を含む各種の国際
規範の尊重はもとより、地域の善良な文化や習慣、ステークホルダーの関心に配慮し、善良なる社会倫理
規範にもとることのない企業活動を遂行します。

5. 反社会的勢力の排除
市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは、断固として対決し、関係遮断を徹底
します。

6. 社会とのコミュニケーションと情報開示・情報保護
株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションを図り、企業情報を積極的かつ公正に開示します。また、
お客様をはじめ事業活動に関わる全ての人々の個人情報保護や各種情報管理の徹底に努めます。

7. 社会貢献活動
良き企業市民として、社会貢献活動を積極的に推進します。

8. 良好な職場環境の保全等
多様な人材が活躍できるよう、社員の多様性、個性、および人間性を尊重し、良好な職場環境の保全に
努めます。
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■ 序章
第1章  サービス品質の向上、安全性の追求、環境の保全
第2章  公正な事業活動
第3章  利益相反行為の禁止
第4章  人権、多様な文化の尊重
第5章  社会との関係
第6章  働きやすい職場環境の実現
第7章  情報の取り扱い
第8章  経営トップの責任
第9章  違反の疑いがある行為の報告・相談

参照：「日本郵船株式会社  行動規準」
	 https://www.nyk.com/profile/pdf/code_of_coduct.pdf

行動規準

取引先に対するCSRガイドライン

経営トップは、本憲章の精神の実現を自らの役割と認識して率先垂範し、日本郵船株式会社ならびにそのグループ会社に
その徹底を図るとともに取引先に促し、実効ある社内体制を確立します。また、万一、法令違反や不祥事、その他本憲章
に反する重大な事態や緊急事態が発生した場合、経営トップは迅速かつ的確に原因究明と問題解決に努め、さらに再発
防止に責務を負います。　

平成9年12月19日制定
平成16年8月26日改正
平成23年4月1日改正

当社グループ企業理念とグループ企業行動憲章を具体化し、役員および従業員が守るべき正しい行動の指針として
「日本郵船株式会社行動規準」を定めており、複数の言語にて全世界の当社従業員に展開されています。

当社グループは、グループの企業理念である “Bringing value to life.” を通じて、持続可能な社会に向けて社会的責任
（CSR）を果たしたいと考えています。
近年、企業に求められるCSRは多様化しており、サプライチェーンのグローバル化に伴い強制労働、児童労働、環境破壊
行為などの世界的な社会問題が顕在化する中、企業単独ではなくサプライチェーン全体での取り組みが求められる
ようになってきました。当社グループが、事業を遂行しサプライチェーン全体でのCSRを全うするには、お取引先の皆さま
とCSRについて共通の認識を持ち、協調して取り組んでいく必要があります。
お取引先の皆さまに、本ガイドラインの主旨と内容をご理解いただき、より一層のCSR活動推進と、上記主旨を踏まえた
CSR方針・ガイドラインのお取引先への展開をお願いしています。

Ⅰ 安全性の追求、地球環境の保全
【安全性の追求】※

（１）基本に忠実、かつ継続的な安全活動を遂行し、安全の確保を徹底するよう、適切な措置
を講じる。

（２）サイバーテロの脅威や自然災害等のあらゆる緊急事態に備え、組織的な危機管理の徹底
に努める。
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【地球環境の保全】※

環境に関する各種条約、各国諸法令等を遵守し、地球環境の保全、環境汚染の防止、生物多様性
の保護に努める。廃棄物の減量・リサイクルの推進、省資源・省エネルギー、節水、温暖化ガス
排出の削減等への積極的な取り組みに努める。
※ 船舶の運航に関しては、日本郵船グループ独自の安全・環境対策推進活動であるNAV9000の指定要求事項の遵守を

お願い致します。

Ⅱ 公正な事業活動
【各国諸法令等の遵守】
国内外の法令を遵守し、社会規範に則った誠実かつ公正・公平な取引活動を行う。

【競争法・独占禁止法の遵守】
（１）関係各国の競争法・独占禁止法を遵守し、私的独占、カルテル等の不当な取引制限、不公正

な取引方法等の自由競争を阻害する行為は行わない。
（２）協力会社との取引において、優越的地位の濫用行為は行わない。

【汚職・賄賂などの防止】
汚職と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗の防止に努める。

【情報の開示と透明性の確保】
法令等に基づく適時・適切な情報開示とともに、ステークホルダーに有用な情報提供など、
透明性の確保に努める。

【反社会的勢力の排除】
（１）反社会的勢力又はそれと疑われる者からの不当な要求に対しては、断固として拒否し、一切の

関係を持たない。
（２）テロ行為、マネーロンダリング等の犯罪には一切関与しない。また、利用されることのない

ように留意する。

Ⅲ 人権、多様な文化の尊重
【人権の尊重、差別の禁止】
人権を尊重し、人種、信条、宗教、性別、性的指向・性自認、国籍、年齢、出身、心身の障害、病気、
社会的身分等を理由とする差別を行わない。

【非人道的な扱いの禁止】
人の尊厳を傷つけるような行動（誹謗や中傷、ハラスメントなど）が行われないよう、一切の
非人道的な扱いを禁止する。

【各国・地域の文化等の尊重】
各国・地域の文化、慣習、言語を尊重し、国際社会や地域社会との調和に心掛ける。

【強制労働、児童労働の禁止】
強制労働、児童労働等の非人道的な雇用の撲滅、適正な賃金支払の確保に努める。また、
非人道的な雇用を行う企業とは取引をしない。

【労働者の基本的権利の尊重】
国際条約や各国・地域の法令に基づき定められた労働者の権利（団体交渉権や結社の自由を
含む）を尊重する。

Ⅳ 働きやすい職場環境の実現
【ワーク・ライフ・インテグレーション】
労働関連法令を遵守し、違法な長時間労働の撲滅に努めるだけでなく、仕事と生活の統合
（ワーク・ライフ・インテグレーション）の実現に向けた働き方を支援する。
【安全で衛生的な職場環境の構築】
安全かつ衛生的な職場環境を保持し、日ごろから事故・労働災害の防止に努める。

Ⅴ 情報の取り扱い
【知的財産の尊重】
ソフトウエア、プログラムの不正取得や不正使用等の他人の知的財産権を侵害する行為は
行わない。
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国連グローバル・コンパクトの10 原則
【人権】企業は、

原則1：国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重すべきである
原則2：自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである

【労働】企業は、
原則3：結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持すべきである
原則4：あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持すべきである
原則5：児童労働の実効的な廃止を支持すべきである
原則 6：雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである

【環境】企業は、
原則7：環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持すべきである
原則 8：環境に関するより大きな責任を率先して引き受けるべきである
原則 9：環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである

【腐敗防止】企業は、
原則10：強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである

▲

国連グローバル・コンパクト推進委員会
当社グループにおける国連GCの推進と人権侵害の調査・
対応を目的として、2010年にグローバル・コンパクト
推進委員会を設置、2023年度からはこれを改組し、国連
グローバル・コンパクト推進委員会として四半期ごとに
開催しています。本委員会は、ESG経営グループ、人事

グループおよび法務・フェアトレード推進グループで
構成され、「人権」および「労働基準」に関するGC原則
1から6および「腐敗防止」に関する原則10に対する取り.
組みを推進しています。なお、GCの「環境」分野への取り
組みは脱炭素グループが中心になって推進しています。

▲

国連グローバル・コンパクト支持

国連グローバル・コンパクト支持

当社は、2006年5月9日付で国連グローバル・コンパクト.
（以下GC）に賛同、支持表明をいたしました。日本では、.
地方自治体を含め43社目の参加となります。また、
2009年1月には、気候変動に関するイニシアティブ
「Caring for Climate」にも賛同し、署名しました。

GCの提唱する考え方は、当社グループの企業理念、方向
性と合致しています。真のグローバル企業を目指す当社
グループは、世界に通じる国際的なCSRガイドラインで
あるGCを実践することで、社会の持続可能な成長を実現
することができると考えています。

【情報管理の徹底】
（１）情報セキュリティに関する法規制を遵守し、情報管理を徹底する。
（２）個人情報の取り扱いは特に留意し、漏洩・流出を防止するための適正な体制構築を行う。

お取引先さまにおける取り組み状況に対して、アンケート調査や聞き取りなどモニタリングを
させていただくことや、改善をお願いすることもございます。
このガイドラインは必要に応じて改訂致します。

以上
2010年　4月制定
2017年　2月改正
2020年　1月改正

1999年、コフィー・アナン国連事務総長が提唱、翌2000年
7月、正式に発足したもので、参加する世界の企業に対して
人権、労働、環境、腐敗防止の4分野での10原則を支持し、

実践することを求めています。各企業がGCに賛同、支持し
社会のよき一員として自発的に行動することによって、
社会の持続可能な成長を実現しようというものです。

▲

国連グローバル・コンパクトとは
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重要課題とSDGsへの貢献

▲

当社グループの重要課題について

2017年度、GRIなどの報告ガイドラインやDJSI、FTSE、
MSCI、Sustainalyticsなどの評価項目を基に当社
グループのリスクや課題を洗い出し、ステークホルダー
に与える影響度の観点から重要課題を見直し、「安全」
「環境」「人材」は、今後も変わることのない普遍的な
テーマであることをあらためて確認しました。

当社グループは、船や飛行機、トラックなどを動かして
貨物を運ぶため、事故ゼロを目指した安全への取り組みは
最優先事項です。また、グローバルに事業を展開する
当社グループにとって、国際的な課題である環境問題への
対応は不可欠です。持続可能な社会のために、環境に
対するステークホルダーの要請は強まっており、安全・
環境への対応は、引き続き一体となって進めていく活動
であると認識しています。さらに、安全・環境の担い手は
人材であり、企業競争力向上にも欠かせないことから、
国籍やジェンダーに拘らず、優秀な人材を確保・育成し、
能力をいかんなく発揮できる多様性の高い組織を目指し
ます。

日本郵船グループのマテリアリティ

当社グループは、「安全」「環境」「人材」をマテリアリティ
（＝重要課題）と位置づけ競争力の向上に努めています。
また、当社グループの企業価値と社会価値の創出を追求す

ることで、SDGs（Sustainable Development Goals）
の達成に貢献していきます。

Bringing value to life.
企業・社会価値の
持続的な創出
経営戦略

NYKグループの
マテリアリティ（重要課題）

収益
最大化

持続可能な
社会・環境

安全 環境 人材

ガバナンス

事業活動を通じて
貢献するSDGs

▲

重要課題とSDGsへの貢献

環境

安全

人材

高

高当社グループの評価

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
評
価

３つの重要課題に含まれる主なテーマ
安全 •事故（衝突、機関、人的） •自然災害
 •戦争、テロ、サイバー攻撃 •海賊 •船質の維持
環境 •気候変動 •脱炭素 •海洋保全
 •規制対応 •燃費向上 •大気汚染防止
人材 •ダイバーシティ＆インクルージョン
 •人材の確保・維持　•人材育成
 •働き方改革 •健康経営
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ESG経営の推進体制
責任と体制

▲

ESG経営の推進体制
当社グループが取り組むESG課題を抽出し、具体的な
目標を掲げ、より一層の行動を促すために2020年4月
に社長をトップとするESG経営推進体制を整えました。
2023年4月からはESG戦略本部を新設し、同本部内に
ESG経営グループと脱炭素グループを設置します。また
従来のESG経営推進委員会を発展させる形でESG戦略
委員会へと改称し、より高頻度かつ具体的な議論を進めて
いきます。メンバーは各本部を代表する執行役員と外部.

有識者で構成し、委員会では全社方針や目標の設定と
ともに、各本部が策定するアクションプランの進捗確認
など、ESGに関わる幅広いテーマを討議し、ESG戦略
本部から経営会議や取締役会へ報告していきます。また
ESG Navigator（後述）を通じたボトムアップ型の意見
集約やコミュニケーションも促進し、全社でのESG経営
浸透を図っています。

当社グループは、本社にESG戦略本部を置き、本社の
各グループおよび国内主要グループ会社および海外の
４拠点（北米、欧州、東アジア、南アジア）に担当者を配置、
ESG経営の推進体制を整えています。
ESG戦略本部では、国内外グループ会社へのESG経営の
浸透、統合報告書やWebサイトでの情報発信、ESG格付
対応のほか、当社グループ内の各種活動のとりまとめ、
研修の実施による理解促進などに努めています。
さまざまなステークホルダーからの要請を把握し、これ
からも社会から必要とされる企業グループであり続ける
ために社内変革を推進していきます。

参照： NYKグループESGストーリー
	 https://www.nyk.com/esg/esg-story/

▲

当社グループの経営推進体制

取締役会

経営会議
ESGのモノサシを反映した経営判断を行う

ESG戦略本部 ESG戦略委員会
委員長：ESG経営担当執行役員

アドバイザー：外部有識者

メンバー：各本部を代表する執行役員

ESG経営グループ 脱炭素グループ

総務本部 経営企画
本部

ライナー＆
ロジスティクス
事業統括本部

自動車事業
本部

ドライバルク
事業本部

エネルギー
事業本部 技術本部

ESG経営推進体制図（2023年4月1日時点）

ESG NavigatorESG Navigator

サステナビリティ・
イニシアティブ審議会

国連グローバル・
コンパクト推進委員会

本社内での
ESG経営推進

国内グループ会社との
協業

海外グループ会社、
ナショナルスタッフ、
駐在員との協業

社長
担当役員

ESG戦略本部

推進体制（2023年4月1日時点）
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ESG 経営の社内浸透・実践

当社グループでは、ESG経営の浸透と実践を目的として、ESG戦略本部が中心となり、以下のような取り組みを行って
います。

● ESG Navigators制度
2021年度より当社は“ESG Navigators制度”を始めました。ESG Navigatorsとは各部署のESG担当者のことです。
2022年度は本社内全48部署にグループ長・室長が任命したESG Navigator 62名が在籍しています。

船の世界ではNavigatorは航海士のことです。航海士は船長とコミュニケーションを取り、航海計画を立てる重要な.
役割を担っています。ESG NavigatorsはボトムアップでESG経営を進めるためのグループ長・室長の補佐役です。
グループ内のさまざまな意見を聞き、自由闊達な意見交換をするために欠かせない存在です。

ESG戦略委員会で決めた方針はESG Navigatorsを通じて社内に浸透していきます。ESG Navigatorsが上申する現場
からの意見がESG戦略委員会での議論に影響を与えています。当社グループではトップダウンとボトムアップの両方の
アプローチからESG経営を推進することで、サステナビリティの考え方に基づいたESG経営を実践しています。

● ESG Navigators’ Dialogue
ESGの考え方を上手く活用した各部署の事例共有や、サステナビリティ全般に関わる世の中の動き、専門知識の
アップデートを目的として行っています。2021年度は全10回実施、延べ約1,000名が参加しました。2022年度は
脱炭素に向けた情報共有やガバナンス強化の観点も盛り込み、2021年度と同様に全10回開催し、延べ約850名が
参加しました。

● ESG Navigator's Meeting
各部署のESG Navigatorが一堂に会し、ESGに関するさまざまなトピックについて自由な発想を基に活発に議論
しています。
小規模のグループに分かれ、双方向のコミュニケーションの中でそれぞれが抱える課題の共有や意見交換を行い、
さらなるESG経営浸透の加速につなげています。

● ESG関連情報発信
本社およびグループ会社向けのITプラットフォームを新たに整備し、毎日ESG関連情報やニュースの発信を行っています。
双方向の情報のやり取りが可能な仕組みを作ることでグループ全体のタイムリーな情報共有を実現しています。

● その他の取り組み
✓ eラーニング（ESG経営、環境、独占禁止法など）
✓ 新入社員向けESG研修
✓ グループ報“YUSEN”等へのトピック掲載
✓ 当社グループ社員を対象としたイベントの実施（テーマ：統合報告書など）
✓ ESGをテーマとした外部有識者講演会の実施
✓ 社外パートナーによるオンライン講演会（テーマ：コミュニティ）
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当社グループは、ESGに関する取り組みを積極的に推進している企業グループとして、多くの格付け機関などからESG
株価指数に選定されています。

● ダウ・ジョーンズ・サステナビリティ・インデックス
S&P Global社の一部でありESG調査とデータのスペシャリスト
であるSAMと提携し、金融インデックス開発大手のS&Pダウ・
ジョーンズ・インデックス社が構成銘柄を選定する指標。当社は
同インデックスに20年連続で選定。

● FTSE4Good Index Series
ロンドン証券取引所が100%出資するグローバルインデックス
プロバイダー、FTSE Russellが提示するESGインデックスに
20年連続で選定。

● MSCI・ESG・リーダーズ・インデックス
米国MSCI社によるESGインデックス「MSCI ESG Leaders 
Indexes」の構成銘柄。４年連続AA評価を獲得。

● CDP 2022 「気候変動Aリスト」
国際的なNGOであるCDP※が、気候変動対応、戦略、情報開示等に
おいて特に優れた活動をする企業を対象に評価。
「CDP2022気候変動」において最高評価の「Aリスト」に3年
連続で選定。
※CDP　旧名 Carbon Disclosure Project

その他のESG株価指数や表彰・認定に関しては以下Webサイトをご確認ください。

社会からの評価

参照： 「社会からの評価」
	 https://www.nyk.com/esg/evaluate/
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